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審査結果要旨
超高齢社会を迎えた今日のわが国において，医療，介護，福祉，年金に係る社会保障費の増嵩は止
まるところを知らず，社会保障制度の持続を危うくする勢いである。いま暫く増加を続ける高齢者に
対し，生活の自立を促す取り組みは，高齢者福祉の観点のみならず，社会の介護負担を適切な範囲に
抑制するうえでもきわめて重要である。近年，歯科領域において歯科口腔保健と要介護発生の関連に
関する報告が散見されるのは，こうした状況を反映した結果と推察される。
本研究は，愛知県在住健常高齢者を対象とする前向きコホート研究であるAGES（愛知老年学的評
価研究）プロジェクトの一部として行われたものであり，2003年時点で質問紙票により調査した歯科
口腔保健状況（現在歯数，義歯使用状況，ならびに咀嚼能力）と外出頻度とが，その後2012年までの
10年間における要介護発生（要介護度２以上の新規認定）に及ぼす影響を検討したものである。ちな
みに低い外出頻度により示される閉じこもり傾向は，要介護発生の危険因子であることが報じられて
いる。
本研究から，性，年齢，世帯収入，教育歴，疾患の有無，体格指数，飲酒量，喫煙歴，歩行習慣の
すべてを調整しても，毎日外出すると回答した群と比較して，週１度程度外出すると回答した群やほ
とんど外出しないと回答した群の要介護発生の頻度は有意に高く，閉じこもりが要介護発生の危険因
子であることが追認されている。また，外出頻度が低い群における要介護発生の危険は，週１度程度
外出すると回答した群では22 .9％，ほとんど外出しないと回答した群では14 .6％が歯科口腔保健状況
によって説明されることも判明し，本論文ではこの知見に基づいて高齢者の歯科口腔保健状況が要介
護発生に影響を及ぼす機序について，種々考察が加えられている。
以上，本論文は超高齢社会における歯科口腔保健の重要性を疫学研究の成果に即して論考しようと
試みたものであり，博士（歯学）の学位に値するものと判断する。
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